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ジェンダー統計の観点からの性別欄の基本的な考え方について 

令和４年９月 

ジェンダー統計の観点からの性別欄検討ワーキング・グループ 

 

令和２年 12月 25日に閣議決定された第５次男女共同参画基本計画においては、基本認識

として、「男女共同参画の推進に当たっては、状況や課題を適切に把握するための男女別デ

ータの利活用の促進と、当該データを男女共同参画の視点に立った政策の企画立案・実施に

つなげることが重要」とし、具体的な取組として、「ジェンダー統計における多様な性への

配慮について、現状を把握し、課題を検討する」とされている。これは、既に推進している

社会全体の情報基盤である統計整備に加え、ジェンダー統計 1の必要性を再確認した上で、

その推進に当たり性的マイノリティへの配慮を欠かさず、実態把握に努めることがこれまで

以上に重要となってきていることを意味する。本計画に則り、男女共同参画会議に設置され

た「計画実行・監視専門調査会」の下、令和４年４月 19 日に「ジェンダー統計の観点から

の性別欄検討ワーキング・グループ」が開催されることになり、今後のジェンダー統計の充

実に向けて議論してきた。 

本ワーキング・グループでは、統計や社会調査の専門家に加え、当事者団体や地方公共団

体、民間企業から構成員を迎え、ジェンダー統計が持つ意義は大きいという共通認識の下、

性別欄が存在することで報告者（回答者）に困難を強いることもあるということも念頭に置

きつつ、多様な方面から真摯にかつ慎重に議論を進めてきた。議論の内容を踏まえ、ジェン

ダー統計の観点からの性別欄の基本的な考え方を次のとおり示す。 

 

１．背景 

（１）ジェンダー統計の重要性 

平成７年に北京で開催された国連第４回世界女性会議（北京女性会議）では、女性の地位

向上を目指すためにはジェンダー統計が重要であることが改めて指摘され、採択された行動

綱領では、国内、地域及び国際統計サービス並びに関係の政府及び国連機関が「個人に関す

るすべての統計が、性及び年齢別に収集され、集計され、分析され、提供されて、社会にお

ける女性と男性に関する課題、争点及び問題点を反映するよう保障すること」とされた。翻

って我が国においては、就業者に占める女性の割合は諸外国と比較して大きな差はないもの

の、管理的職業従事者に占める女性の割合は 13.2％と諸外国のおおむね 30％以上を大きく

下回り 2、男女間賃金格差についても、中央値で比較した場合、男性を 100 とすると女性は

78 と、OECD 諸国の 88 よりも大きい状況にある 3ことなどからも分かるように、男女共同参

画社会が実現しているとは言い難い。 

                             
1 第５次男女共同参画基本計画（令和２年 12月 25日閣議決定）では「男女の置かれている状況を客観的に把握するため

の統計」、国連（平成 18年）では「生活のあらゆる分野の女性と男性の状況における差異及び不平等を適切に反映してい

る統計」と定義されている。 
2 出典：総務省「労働力調査（基本集計）」（令和３年）、諸外国はＩＬＯ“ＩＬＯＳＴＡＴ” 
3 出典：ＯＥＣＤ“ＯＥＣＤ Stat”（令和２年） 
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（２）性別欄をめぐる様々な動き 

昨今、我が国においては、各種申請書・履歴書・入学願書などから性別欄の廃止・見直し

を行う動きが見られるところである。性別欄が存在することでハラスメントを受けるなどの

困難 4に直面するトランスジェンダー5等への合理的な配慮や悪影響の回避を理由とするも

の 6や、例えば、採用活動等 7において、性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バ

イアス）を排除し、人物や能力を適正に評価するなど、公正確保を理由とするものもあり、

この他にも背景は様々ではあるが、こうした動向が急速に広がることで、地方公共団体を含

む行政機関や民間企業・団体において、性別情報の取得の是非や、取得する場合の選択肢な

どについて、適切な考え方や方法が分からず、一部で迷いが生じているように見受けられる。

また、この動向が各種統計調査等にも影響すれば、必要な男女別のデータの取得が難しくな

るおそれがある。 

 

２．ジェンダー統計の観点からの性別欄の基本的な考え方について 

 本ワーキング・グループでは、我が国の男女間格差が依然として大きい現状を踏まえれば、

その解消に向けて、我が国が推進している EBPM（Evidence Based Policy Making、証拠に

基づく政策立案）を実施する観点からも、男女別のデータを確実に取得することが重要であ

るという点について合意を得た。したがって、性別欄の有無に関する拙速な対応は慎むべき

と考える。 

一方、性別欄の選択肢がこれまでどおり男性か女性の二択だけで十分であるかについては、

                             
4 本ワーキング・グループでは、 

①性別欄に記入を求められることによる困難として、 

・様々な場所で性別の記入を求められることに苦痛を覚える、このことが長年にわたり積み重なることによって社会生活

上困難を感じる場合がある。 

・性別欄の設問で何を尋ねたいのか、何故尋ねたいのか分からない場合に、どのように回答したらいいか（自認の性で回

答するか、法律上の性別を回答するか等）、困る場合がある。 

・申請手続の際に、申請した性別と見た目の性別が異なることを確認されて苦痛に感じる、若しくは周囲の人に知られて

しまう場合がある。 

・「男性」「女性」以外の選択肢として「その他」という表現が使われている場合、疎外感を感じる場合がある。 

・通常生活している性と異なる性の記載を求められることなどによるアウティング被害が懸念される。 

②様々な書類に性別情報が記載されていることによる困難として、 

・記載の性別と見た目の性別が異なることからアウティングや差別やハラスメントにつながるおそれがあり、様々な手続

きを躊躇することにつながる場合がある。 

・就職時に雇用保険や社会保険の資格を取得する場合に戸籍等の性別が記載された書類を提出しなければならないため、

避けるために雇用保険や社会保険の適用とならない短時間の労働を選択せざるを得ない。 

などといったものがあることが指摘された。詳細は、岩本構成員、神谷構成員の発表資料を参照。 
5 出生時に割り当てられた性別とは異なる性別の性自認・ジェンダー表現のもとで生きている人々の総称（性同一性障害

者も含む）（日本学術会議法学委員会 社会と教育における LGBTIの権利保障分科会提言 性的マイノリティの権利保障

をめざして（Ⅱ）─トランスジェンダーの尊厳を保障するための法整備に向けて─ ＜用語解説＞ ⑦ トランスジェン

ダーより）。 
6 具体的な動きの例として、内閣府が実施した令和３年地方分権改革に関する提案募集において、法令等によって定めら

れた各種届出様式等について、性的マイノリティの方への配慮を理由として、性別欄の削除を求める提案が行われたこと

が挙げられる。 
7 本ワーキング・グループでは、履歴書の性別に戸籍とは異なる、現在生活している性別を記載した結果、詐称だと言わ

れるなど、性別欄の存在による就職活動時のハラスメントや差別的取扱いの事例が紹介された。詳細は、神谷構成員の発

表資料を参照。 
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議論すべき余地があると考える。性別情報を取得する際には、性別欄が存在することでハラ

スメントや差別に通じる困難に直面する人たちの存在を理解し、配慮することも必要である。

議論の中では、国際的には既に統計調査において性的指向・性自認（性同一性）に関する質

問項目を採用している国も存在すること、国内でも行政機関や民間企業において多様な性に

配慮した取組が既に実施されていることもあり、統計調査等においても多様な性への配慮に

留まらず、性的マイノリティの実態や課題の把握を行うべきだ 8という意見もあった。一方

で、どのような質問項目や選択肢を設定するかについては、性別情報を取得する目的が調査

によって異なり、それぞれの調査において取得の目的を十分に精査し、それに応じた個別の

対応が求められること、特に、統計調査等の場合は異なる統計間の比較や連続性にも配慮す

る必要性もあることから、丁寧に検討を行うべきであるとの意見があった。上記の議論では

さらに、統計調査等において性的指向・性自認（性同一性）について質問している諸外国に

おいては、専門委員会を立ち上げて数多くの試験的調査を重ねた上で、何年もかけて設問や

調査ガイドラインを提案していることを踏まえれば、我が国においても別途専門的な検討体

制の下で議論を行うことが望ましいという意見もあった。こうした議論を経て、本ワーキン

グ・グループとして、男女以外のデータを取得する場合の、適切な質問項目や選択肢を示す

までには至らなかった。 

 

以下には、本ワーキング・グループにおいて、ジェンダー統計の観点から性別情報の取得

等について議論した内容を整理した。 

（１）各種統計調査等 

公的統計 9や世論調査などに代表される、各種統計調査等は、政策立案や評価などを行う

際に基礎的なデータとなる。そのため、例えば、政策の効果測定を行う方法の一つとして、

政策の対象者と対象者以外を比較する方法があることからも分かるように、当座、日常業務

を遂行する上では必要がないと思われるような情報についても、分析上の必要性から、適宜

収集することがある 10。各種統計調査等の責任を有する機関においては、男女別データを確

実に取得することを強く求める。 

統計の作成は、情報を収集する側と、回答を記入する側の信頼関係の上に成り立っている。

このことを踏まえると、どの時点の何の性別（出生時の性別、社会生活上の性別など）につ

いて聞いているのかを明確にするなど、回答者の立場に立った性別欄の検討や、データ取得

の必要性や個人情報の適正な保護について説明責任を果たすことは、回答者からの信頼を得

て、適切な回答へとつながり、正確な情報収集が確保されるという点からも価値のあること

                             
8 当事者のニーズや困難は、必ずしも当事者に聞くことで認識できるとは限らず、非当事者と比較することで格差を捉え

ることができるため、国内の統計調査等においても多様な性への配慮にとどまらず、実態を把握し、課題を解決するため

に、性的指向・性自認（性同一性）について質問することも検討するべきだとの意見があった。詳細は、釜野構成員、杉

橋構成員の発表資料を参照。 
9 国の行政機関・地方公共団体などが作成する統計。統計調査により作成される統計（調査統計）のほか、業務データを

集計することにより作成される統計（いわゆる「業務統計」）や他の統計を加工することにより作成される統計（加工統

計）についても公的統計に該当する（総務省ホームページより）。 
10 神林構成員は、政策の立案・評価のために必要な情報を調査データ、行政行為のために必要なデータは業務データ、と

整理している。詳細は、神林構成員の発表資料を参照。 
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だと考えられる。それぞれの統計調査等を実施する際に、丁寧な検討が行われることが望ま

しい 11。 

 

（２）各種統計調査等以外 

一方、各種統計調査等以外の、日常業務を遂行する目的で性別情報を収集する場合は、必

要以上の情報を取得しないということが原則である。 

そのため、性別情報を取得する理由を検討した上で、例えば、施設使用承認申請書（「男

女」の区分けがある施設等を除く）や問合せフォームなどの、一度きりの行政目的や問合せ

業務のために取得している各種申請用紙といった、業務の遂行や男女共同参画社会の形成に

向けた取組の推進のために性別情報を取得する必要性が乏しいと判断されるもの 12につい

ては、性別欄を不要とする判断もあり得る。また、性別情報を取得する場合においては、情

報収集の目的を明確にし、個人情報保護の観点から、その目的から不当に外れた不適切な取

扱いとならないよう徹底する必要がある。なお、男女共同参画社会の形成に向けた取組の推

進のために、積極的に性別情報を取得すべきものとしては、女性活躍推進法 13に基づき、事

業主が事業主行動計画を策定するに当たって把握すべき項目などが挙げられる 14。 

関連して、各種証明書等の書類に性別情報を表示することにより、アウティングやハラス

メント、差別につながる可能性を避けることができないとの意見もある。昨今では性別を記

載しない住民票記載事項証明書や印鑑登録証明書などの証明書を発行する地方公共団体も

増加しており、取得した性別情報を各種証明書等に表示することは、基本的には不要ではな

いかとの意見もあった 15。 

性別情報を取得する場合は、その必要性を吟味した上で、性別欄が存在することでハラス

メントや差別に通じる困難に直面する人たちに配慮する必要があるという考え方は、民間企

業・団体においても共通するものと思われ、性別欄の取扱いを検討する際に考慮する要素の

一つとなり得るとの意見もあった。 

 

３．今後：ジェンダー統計の更なる充実に向けて 

男女共同参画社会の形成に向けた取組を進めるに当たっては、ジェンダー統計の充実は非

常に重要な課題である。第５次男女共同参画基本計画においては、「男女の置かれている状

況を客観的に把握するための統計（ジェンダー統計）の充実の観点から、各種統計の整備状

況を調査し、公表する。また、ジェンダー統計における多様な性への配慮について、現状を

把握し、課題を検討する。業務統計を含む各種調査の実施に当たり、可能な限り男女別デー

                             
11 諸外国の統計調査における質問方法やガイドラインの例については参考資料３－１、国内の調査等において使用されて

いる質問方法の例については参考資料３－２を参照。 
12 例えば、群馬県では、県有施設使用承認申請書やボランティア応募用紙などで、性別欄を廃止している。詳細は、下山

構成員の発表資料を参照。また、資生堂においては、一人一人のお客様の肌状態やニーズ・嗜好を確認して御紹介するこ

とこそが大切と考えているため、カルテやオンラインショップの登録情報や問合せフォームにおいては性別欄は設けない

方向である。詳細は、塩見構成員の発表資料を参照。 
13 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号）。 
14 第５次男女共同参画基本計画の成果目標、参考指標となっているものも例として挙げられる。なお、これに限らず、男

女の置かれている状況や意識の違いを把握することは男女共同参画社会の形成の推進のために資するものと考えられる。 
15 詳細は、岩本構成員の発表資料を参照。 
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タを把握し、年齢別・都道府県別にも把握・分析できるように努める。また、男女共同参画

に関する重要な統計情報は、国民に分かりやすい形で公開するとともに、統計法に基づく二

次的利用を推進する」とされており、今後、ジェンダー統計の充実の観点からの各種統計の

整備状況の調査を行い、改善に向けて取り組む必要がある。 

各種統計調査等を始めとした性別欄の検討に当たっては、トランスジェンダー等の性別欄

をめぐる困難や、それに対する配慮の方法等について、本ワーキング・グループにて議論を

行った内容を踏まえ、それぞれ責任を有する機関等において、各々の事情を考慮した丁寧な

検討を経た上で、適切な対応がなされることが望ましい。引き続き、必要な情報共有を行い

つつ、専門的に検討を進める体制の整備を含め、政府として検討を進めることが重要である。 

 多様な性などの多様な属性の人々16を、統計や政策において社会の構成員として見過ごさ

ないよう取り組むことは重要である。このことは、国連が掲げる持続可能な開発目標

（SDGs：Sustainable Development Goals）において目指されている、地球上の「誰一人取

り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現にも資するものでもある。社会

全体で利用される情報基盤としての統計の充実に向けて、多様な属性の人々の情報を取得

することについての議論が、速やかに行われることが望ましい。 

  

                             
16 第５次男女共同参画基本計画（令和２年 12月 25日閣議決定）においては、「性的指向・性自認（性同一性）に関する

こと、障害があること、外国人やルーツが外国であること、アイヌの人々であること、同和問題（部落差別）に関するこ

と等を理由とした社会的困難を抱えている場合、固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見を背景に、更に複合的な

困難を抱えることがある。このため、上記のような様々な属性の人々についての正しい理解を広め、社会全体が多様性を

尊重する環境づくりを進めることが必要である。 

多様な属性の人々の人権が尊重される社会を作ることは、それ自体が極めて重要なことであり、その結果として女性が複

合的な困難を抱えるリスクが減ることにつながる。」とされている。 
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（参考資料１） 

性別欄に関する構成員の見解の要約 

本ワーキング・グループにおいては、構成員から以下のとおり、様々な見解が寄せられ

た。詳細については、各構成員の発表資料を参照。 

 

〔五十音順〕 

岩本構成員 

・性的マイノリティの人権保障とジェンダー統計の維持・充実は、どちらも重要である。

また誰もが人権を保障される公平な社会を目指す大きな目的は共通し、一方のみでは成

り立たない。様々な取組の実態からみても両者は両立可能であり、両立を目指すべき。 

・扱う性別情報（性別欄の内容や必要性）は、目的や対象者に応じ、差別やハラスメント

を生まないよう合理的配慮が具体的に必要。これは調査で無回答や回答拒否を減らし、

良質なデータを得て、質の高い分析や政策的に有意義な知見を得ることにもつながる。 

・国際的動向も視野に、男女の性別２元論にとどまらず、SOGIESC（性的指向・性自認・ジ

ェンダー表現・性的特徴）の視点も含むジェンダー統計となるよう改善・充実すべき。 

・そのため諸外国の例も踏まえ、行政と研究者・関係実務家による調査研究と実務的改

善、そのための情報共有に継続的に取り組む体制を、政府レベルで設ける必要がある。 

 

釜野構成員 

・従来のジェンダー統計で明らかにしようとする「男女」の格差と、SOGI（性的指向・性

自認）による格差は、いずれもジェンダーをベースとする格差であり、両者を視野に入

れながら探求することが学術的にも政策的にも有意義で実りの大きな成果となる。SOGI

による格差は社会の様々なところに存在しているため、SOGIによる統計的比較ができる

データを蓄積し、エビデンスを提示することが重要。新たな調査も必要だが、既存の

国・自治体・学術的調査に SOGIの設問を含めれば、各領域について追加予算なしでジェ

ンダー統計に資するデータを得ることができる。 

・誰もが安心して調査に回答できるようにするために、調査設計の工夫が必要。調査実施

上の留意点や適切な設問等を含む総合的検討を継続的に行う体制を国として設けるべ

き。回答しても大丈夫だと思える環境、差別のない社会を作ることが重要。 

 

神谷構成員 

・多くのトランスジェンダーにとって、取得目的の定かでない性別欄に漫然と法律上の性

別を記入させられること自体、自らの尊厳を傷つける行為となり得るとともに、差別的

取扱いやアウティングの懸念も抱える。このようなトランスジェンダーの困難を十分に

踏まえるという前提の上で、ジェンダー統計の必要性を認識しており、一律の性別欄の

排除は憂慮をしており、SOGI（性的指向、性自認）を含めた包摂的なジェンダー統計の

在り方を模索すべきではないかと思っている。 
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・具体という中では、取得・表示する必要性のない性別欄についての洗い出しが必要であ

る。性別欄を設ける場合は、その理由と、そして、何の性別情報が求められているのか

を明記すべき。雇用管理上の性別なのか、生活上の性別なのか、性自認なのか。どの性

別情報、どの時点なのかを聞くことが大事になる。 

 

神林構成員 

・統計における性別欄の在り方を検討する際には、性別欄が行政行為のために必要なのか

（業務データ）、政策の立案・評価のために必要なのか（調査データ）を考える必要があ

る。 

・調査項目の変更を検討する際には、国際的に関心が高まっているほか、日本においても

きちんと統計として調査しなければいけない実態がある、ということを念頭に置くべき

だ。 

・性別欄は、各種政府統計が持っている統計のベースになる母集団フレームをつくるとき

の情報として使われているため、政府統計の性別欄を変えるとなると、サンプリング戦

略、標本設計を全て変えないといけなくなる。その統計、その情報を取るためだけの問

題ではなくて、そのほかの統計との関係も考える必要ある。 

 

塩見構成員 

・（所属組織における取組として）性別情報が必要でない場合は性別欄を設けないというこ

とを基本としている。採用プロセスの中で提出してもらうプロファイル情報には、性別

欄はない。一方、入社のタイミングで登録する人事台帳には、法令等への対応にも必要

なことから、性別欄がある。お客様に対しては、一人一人のお客様の肌状態やニーズ・

嗜好を確認して御紹介することこそが大切と考えているため、カルテやオンラインショ

ップの登録情報や問合せフォームにおいては性別欄は設けない方向である。 

・所属組織では、日本におけるジェンダー格差の解消に向けて積極的に取り組んでいる。

その際、統計上の数値は参考にしており、経年で見ていくことも大事であるため、ジェ

ンダーの情報、男女の情報はぜひ継続して取得していただきたい。 

 

繁内構成員 

・「性同一性」、「性自認」という言葉はいずれも「ジェンダーアイデンティ」の日本語訳なので意

味は同じでなければならないが、異なった使われ方がなされている。「性自認」を単に「自認す

る性」と解釈するならば、「ジェンダーアイデンティティ」の訳語としては不適切である。 

・法律ができてそれに基づいて指針、ガイドライン等を作成するべきであるが、立法の遅れ

により各所に混乱が生じないように留意することが重要である。 

・海外各国においては、性分化疾患の当事者団体は、一貫して性別欄に男・女以外（「その

他」など）の性別欄を性分化疾患当事者に適応することには反対しており、我が国におい

ても「その他」の欄や「性同一性（性自認）」を問うような項目は、性分化疾患当事者・

家族に診断以来の二次的なトラウマを与えるものとして反対している。 
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・性別欄について国が真摯に議論を始めたことは、少数者に対する相当な配慮の表れであっ

て、当事者にとっても確実に生きやすい社会への第一歩になる。 

 

下山構成員 

・今後も不必要な性別欄は廃止する必要がある一方で、ジェンダー統計上必要な男女別デ

ータは取得できるようにしなければならない。 

・（所属組織の取組として）「申請書等における性別欄の見直しに係る調査」を行ったが、

性別欄が必要かどうかは、その文書が何を目的としているものか内容を把握している所

管所属による個別の判断が必要であり、同じような県有施設の使用承認申請書等であっ

ても、性別欄を廃止しているものと男女別データを収集しているものがあるなど、所属

によって判断が異なっていた。 

・したがって、性別欄の必要性について、所管所属でも適切な判断ができるような基準が

設けられたほうが望ましい。 

 

白波瀬座長 

・全体の中での少数派の位置づけを常に比較対照群を持って分析、検討することが重要で

あると共に、少数派を対象としてその実態を明らかにすることも重要である。ジェンダ

ー統計としての中身は多層であり多様であるので、それぞれの目的・意義を恒常的に確

認しなければならない。 

・ジェンダーの多様性の観点から性別記入欄を廃止すべきとするのは単純すぎる議論だと

思う。何をもって多様性とみるか、マイノリティの存在をどうとらえるか等、性別記入

欄の是非だけに留まらない議論が重要と考える。特にジェンダー格差が大きい我が国に

おいては、優先度の高い政策課題の一つがまさしくジェンダー不平等の問題であるた

め、解消に向けては、政策議論のための現在存在する公的データをしっかり活用してい

くのが重要だと思っている。 

 

杉橋構成員 

・性別欄の廃止は男女間の格差や差別を見えなくし、ジェンダー平等などを進めることを

難しくするため、性別欄の廃止が進んでいることに危惧を持っている。二項区分の継続

や性別欄の廃止ではなく，性的マイノリティの困難に寄り添った形での性区分を公的文

書や公的統計においても取り入れるべきだ。 

・公的統計において SOGI（性的指向、性自認）の調査を取り入れることは、性的マイノリ

ティと非性的マイノリティとの公平や公正等の観点、性的マイノリティの人権の観点か

ら必要があるだけではなく、実態をより正しく把握するというデータの品質の観点から

必要だと考える。ジェンダー統計論・ジェンダー統計研究においても，性の二項区分か

ら SOGIを加えた形に展開していくべきでその過程にある。 
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 各構成員および事務局による発表資料は以下のＵＲＬを参照。 

 

〔五十音順〕 

 

岩本構成員「性別欄とジェンダー統計をめぐる動向と課題」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_3.pdf 

 

釜野構成員「社会調査に SOGI 項目を含める –Why & How -」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_4.pdf 

 

神谷構成員「ジェンダー統計と性別欄を検討するにあたって前提となる 

トランスジェンダーをめぐる困難について」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg03_5.pdf 

 

神林構成員「調査統計と業務統計の違い、技術的に考えるべき論点」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg04_2.pdf 

 

塩見構成員「資生堂の D&I」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg04_3.pdf 

 

繁内構成員「性同一性と性自認」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg02_3.pdf 

 

下山構成員「申請書等における性別欄の見直しに係る調査について」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg03_6.pdf 

 

白波瀬座長「ジェンダー多様性からみる性別記入欄の検討：ジェンダー統計の観点から」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg04_4.pdf 

 

杉橋構成員「ジェンダー統計の重要性」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_5.pdf 

 

内閣府説明資料「ジェンダー統計の観点からの性別欄の取扱い（更新）について」 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_1.pdf 

 

 

https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_3.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_4.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg03_5.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg04_2.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg04_3.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg02_3.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg03_6.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg04_4.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_5.pdf
https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/wg-seibetsuran/sidai/pdf/wg07_1.pdf
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（参考資料２） 

性別情報の取得について検討する際のフローチャート 

 以下は、主に、地方公共団体を含む行政機関が性別欄の要否について検討する際の参考。

詳細については、本文２．ジェンダー統計の観点からの性別欄の基本的な考え方を参照。ま

た、諸外国の統計調査における質問方法の例については参考資料３－１、国内の調査等にお

ける質問方法の例については、参考資料３－２、地方公共団体における性別欄見直しの例に

ついては、参考資料３－３を参照。 

 

 

 

  

〇各種統計調査等（公的統計※や世論調査など）か？ 

※国の行政機関・地方公共団体などが作成する統計。統計調査により作成される統計（調査統計）のほ
か、業務データを集計することにより作成される統計（いわゆる「業務統計」）や他の統計を加工す
ることにより作成される統計（加工統計）についても公的統計に該当する。 

 

〇性別情報が、業務の遂行に必要か？ 

 

性別欄が存在することでハラスメントや

差別に通じる困難に直面する人たちの存

在について理解し配慮した上で、性別欄
を設定し取得 

[配慮の例] 

・なぜ性別欄の設問が必要かを説明する。 
・どの時点の何の性別について（出生時の性

別、社会生活上の性別など）聞いているの
かを明確にするなど、回答者の立場に立っ
た性別欄の検討。 

・性別欄について、個人情報の適切な取扱い
が確保されることを説明する。 

※質問方法の例は参考資料３－１、３－２を
参照 

性別欄は不要とする判断もあり
得る 

[例] 

・施設使用承認申請書や問合せフォー
ムなどの、一度きりの行政目的や問合
せ業務のために取得している各種申
請用紙 等。 

※なお、各種証明書等の書類に性別情報を表示するこ
とにより、アウティングやハラスメント、差別につな
がる可能性を避けることができないため、取得した性
別情報を各種証明書等に表示することは、基本的には
不要ではないかとの意見もある点には留意。 

〇性別情報が、政策立案や評価などを行う際に基礎的なデータとなるものか？ 

〇性別情報が、男女共同参画社会の形成に向けた取組の推
進のために必要か？ 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 
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（参考資料３） 

性別欄の例 

参考資料３－１、３－２、３－３、３－４として例示するものは、ワーキング・グルー

プの議論において紹介された事例という意味で参考資料としたが、それぞれについて推奨

することを目的として掲載しているものではないことを留意されたい。 

 

（参考資料３－１） 

諸外国の統計調査における性別欄の例 17 18 

以下は、諸外国の統計調査における性別欄および調査ガイドラインの例。なお、「sex／

セックス」は「生まれついての生物学的性別」、「gender／ジェンダー」は「社会的・文化

的に形成された性別」と定義される 19。多様な性への配慮若しくは調査を行っている諸外

国の統計調査における性別欄においては、出生時の性別を聞いた上で、自認するジェンダ

ーを聞いている場合が多く見られる。 

 

米国 

 人口センサス（国勢調査、2020年）20 

 

                             
17 詳細は、内閣府説明資料を参照。 
18 多様な性への配慮若しくは調査を行っている事例以外も紹介している。なお、諸外国の事例をそのまま日本で使えるか

どうかについては、精査の余地があるとの意見があった。詳細は釜野構成員の発表資料を参照。 
19 第５次男女共同参画基本計画（令和２年 12月 25日閣議決定）用語解説より。 
20 出典：United States Census Bureau ホームページ https://www.census.gov/programs-surveys/decennial-

census/technical-documentation/questionnaires.2020_Census.html 

https://www.census.gov/programs-surveys/decennial-census/technical-documentation/questionnaires.2020_Census.html
https://www.census.gov/programs-surveys/decennial-census/technical-documentation/questionnaires.2020_Census.html
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Current Population Survey21 

 

  

                             
21 出典：United States Census Bureauホームページ https://www.census.gov/programs-surveys/cps.html 

https://www.census.gov/programs-surveys/cps.html
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Household Pulse Survey（標本調査）22 

 

  

                             
22 出典：United States Census Bureau ホームページ https://www.census.gov/programs-surveys/household-pulse-

survey.html 

https://www.census.gov/programs-surveys/household-pulse-survey.html
https://www.census.gov/programs-surveys/household-pulse-survey.html
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EUROSTAT 

Standardised key social variables23 

 

  

                             
23 出典：EUROSTAT https://ec.europa.eu/eurostat/documents/54431/1966394/Standardised-key-social-
variables.pdf 

https://ec.europa.eu/eurostat/documents/54431/1966394/Standardised-key-social-variables.pdf
https://ec.europa.eu/eurostat/documents/54431/1966394/Standardised-key-social-variables.pdf
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英国（イングランド、ウエールズ） 

人口センサス（国勢調査、2021年）24 

 

  

                             
24 出典：Office for National Statistics ホームページ

https://www.ons.gov.uk/census/censustransformationprogramme/questiondevelopment/census2021paperquestionnaire

s 

     

https://www.ons.gov.uk/census/censustransformationprogramme/questiondevelopment/census2021paperquestionnaires
https://www.ons.gov.uk/census/censustransformationprogramme/questiondevelopment/census2021paperquestionnaires
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英国（スコットランド） 

人口センサス（国勢調査、2022年）25 

 

 

英国（北アイルランド） 

人口センサス（国勢調査、2021年）26 

 

                             
25 出典：Scotland’s Censusホームページ https://www.scotlandscensus.gov.uk/ 
26 出典：Northern Ireland Statistics and Research Agency ホームページ https://www.nisra.gov.uk/ 

https://www.scotlandscensus.gov.uk/
https://www.nisra.gov.uk/


 

17 

 

カナダ 

人口センサス（国勢調査、2021年）27 

 
 

オーストラリア 

人口センサス（国勢調査、2021年）28 

 

  

                             
27 出典：Statistics Canada ホームページ  

https://www12.statcan.gc.ca/census-recensement/2021/ref/questionnaire/index-eng.cfm 
28 出典：Australian Bureau of Statistics ホームページ 

https://www.abs.gov.au/ 

https://www12.statcan.gc.ca/census-recensement/2021/ref/questionnaire/index-eng.cfm
https://www.abs.gov.au/
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ニュージーランド 

Guide to collecting gender, sex and variations of sex characteristics data

（2021年４月公表）29 

 

  

                             
29 出典：Stats NZホームページ 

https://www.stats.govt.nz/methods/data-standard-for-gender-sex-and-variations-of-sex-characteristics/ 

https://www.stats.govt.nz/methods/data-standard-for-gender-sex-and-variations-of-sex-characteristics/
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（参考資料３－２） 

国内の調査等において使用されている性別欄の例 

 以下は、構成員から紹介された、国内の調査等において、現時点で使用されている性別

欄の例。なお、参考資料３－１で紹介した諸外国の統計調査における性別欄の例は、専門

委員会を立ち上げて数多くの試験的調査を重ねた上で、何年もかけて検討されているが、

以下には統計調査の事例が含まれず、諸外国の事例とは検討の経緯が異なることに留意が

必要。 

 

＜複数の問いを設けている場合＞ 

 

令和元年度 厚生労働省委託事業 職場におけるダイバーシティ推進事業 労働者アン

ケート調査 30 

 

  

                             
30 出典：厚生労働省ホームページ「職場におけるダイバーシティ推進事業について」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/0000088194_00001.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/0000088194_00001.html
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埼玉県 多様性を尊重する共生社会づくりに関する調査（令和２年）31 

 

                             
31 出典：埼玉県ホームページ「埼玉県 多様性を尊重する共生社会づくりに関する調査の結果について」 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0303/2020lgbtqchousa.html 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0303/2020lgbtqchousa.html
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東京都渋谷区 令和２年度男女平等および多様性社会推進に関する調査 32 

 
  

                             
32 出典：東京都渋谷区 「令和２年度 男女平等および多様性社会推進に関する調査報告書」 

（前半）https://www.city.shibuya.tokyo.jp/assets/kusei/000058285.pdf  

（後半）https://www.city.shibuya.tokyo.jp/assets/kusei/000057036.pdf  

https://www.city.shibuya.tokyo.jp/assets/kusei/000058285.pdf
https://www.city.shibuya.tokyo.jp/assets/kusei/000057036.pdf
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大阪市民の働き方と暮らしの多様性と共生にかんするアンケート（令和元年）33 

 

  

                             
33 出典：大阪市民の働き方と暮らしの多様性と共生にかんするアンケート  http://osaka-chosa.jp/ 

調査主体：「働き方と暮らしの多様性と共生」研究チーム(日本学術振興会 科学研究費助成事業、代表：釜野構成員)、調

査協力：大阪市。本調査の準備調査等の設問設計の経緯については、釜野構成員の発表資料にて紹介されている。 

http://osaka-chosa.jp/
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＜１つの問いにおいて、男女以外の選択肢を設けている場合＞ 

 

東京都文京区 男女平等参画に関する区民調査（令和２年）34 

 
 

東京都新宿区 男女共同参画に関する区民の意識・実態調査アンケート（平成 28年）35 

 
 

東京都世田谷区 令和３年度 世田谷区民意識調査 36 

 
 

埼玉県久喜市 性的マイノリティに関する市民アンケート（令和２年）37 

 

  

                             
34 出典：東京都文京区 男女平等参画に関する区民調査

https://www.city.bunkyo.lg.jp/var/rev0/0214/1501/2021412163629.pdf 
35 出典：東京都新宿区 男女共同参画に関する区民の意識・実態調査アンケート（平成 28年実施）

https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000331054.pdf  
36 出典：東京都世田谷区 令和３年度 世田谷区民意識調査

https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/006/003/d00192894.html  
37 出典：埼玉県久喜市 性的マイノリティに関する市民アンケート（令和２年）

https://www.city.kuki.lg.jp/shisei/jinken_danjo/danjyo/a1000100602021030909.html  

https://www.city.bunkyo.lg.jp/var/rev0/0214/1501/2021412163629.pdf
https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000331054.pdf
https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/006/003/d00192894.html
https://www.city.kuki.lg.jp/shisei/jinken_danjo/danjyo/a1000100602021030909.html
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（参考資料３－３） 

地方公共団体における性別欄見直しの例 

 以下は、構成員から紹介された、地方公共団体における性別欄見直しの例。詳細は、岩

本構成員の発表資料を参照。また、群馬県での取組の事例については、下山構成員の発表

資料を参照。 

 

群馬県 申請書等における性別欄の見直しに係る調査 38 

 

                             
38 群馬県生活こども課報道提供資料より。 
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富山県 啓発ポスター39 

 

                             
39 富山県生活環境文化部県民生活課作成。 
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宮崎県宮崎市 性別欄削除基準（チャート表）40 

 

 

  

                             
40 「宮崎市における性別欄削除の基本方針」より。数字は申請書・通知書等の数（令和元年７月１日現在）。 

https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/fs/7/0/2/9/5/2/_/427321.pdf 

https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/fs/7/0/2/9/5/2/_/427321.pdf
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（参考資料３－４） 

民間企業における性別欄に関する調査研究結果 

株式会社インテージ「多様な性自認を尊重する調査設計とは？」41 

マーケティングリサーチ会社である株式会社インテージにて、マーケティング調査に

おいて性別や属性を聴取する際に、LGBTsや多様なアイデンティティに配慮すると、ど

のように設問を設計できるか、以下の４種類の性別聴取の仕方について、比較・検討を

行ったところ、LGBTs層（※1）、シスジェンダーストレート層（※２）のいずれの層もＲ案の

評価が高い結果となった。 

 
（※１）LGBT以外に該当する性的マイノリティも包括した用語にしたいという意図と、一般的に知られている LGBTと

いう用語になるべく近い形にすることで、調査対象者との用語レベルでの認識の齟齬を生まれにくくしたい
という意図から、「LGBTs」という呼称を採用。 

（※２）シスジェンダーとは出生性と性自認が一致する人、ストレートはヘテロセクシュアルとも言い、自身の性自
認とは異なる性を好きになる人を指す用語。 

                             
41 出典：「インテージ 知る Gallery」令和２年 12月２日公開記事「多様な性自認を尊重する調査設計とは？」

https://gallery.intage.co.jp/seikatsushadb-9/ 

 当該記事については、本ワーキング・グループ（第５回）において、岩本構成員から紹介があったもの。 

https://gallery.intage.co.jp/seikatsushadb-9/
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（参考資料４） 

 

ジェンダー統計の観点からの性別欄検討ワーキング・グループ 

の開催について 

 

令 和 ４ 年 ４ 月 1 9 日 

計画実行・監視専門調査会 

 

１．趣旨  

各種統計調査等における性別欄については、「男性」又は「女性」のどちらかを選択する

ものが多く見られる。 

一方で、トランスジェンダー等への配慮を理由として、近年、性別欄を廃止するという動

きが見られるところであり、ジェンダー統計の観点からは、男女別データが取得できなくな

ることについての懸念が生じている。 

第５次男女共同参画基本計画（令和２年 12 月 25 日閣議決定）においては、「ジェンダー

統計における多様な性への配慮について、現状を把握し、課題を検討する」こととされてい

る。男女共同参画の推進に当たっては、状況や課題を適切に把握するための男女別データの

利活用を促進し、ジェンダーに関する視点を盛り込んだ政策の企画・立案・実施につなげる

ことが重要である。 

ジェンダー統計の観点から、各種統計調査等における多様な性への配慮についての現状を

把握し、課題を検討するため、計画実行・監視専門調査会の下に、ジェンダー統計の観点か

らの性別欄検討ワーキング・グループ（以下「ワーキング・グループ」という。）を開催す

る。 

 

２．構成  

ワーキング・グループは、別紙に掲げる者をもって構成する。 

 

３．運営  

ワーキング・グループの運営は、計画実行・監視専門調査会運営規則（令和３年５月 12日

計画実行・監視専門調査会決定）の規定するところに準ずるものとし、これにより難い場合

には、座長が、ワーキング・グループの意見を聞いて、取扱いを定めるものとする。 
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【別紙】 

 

ジェンダー統計の観点からの性別欄検討ワーキング・グループ 

構成員名簿 

 

 

 岩 本 健 良  金沢大学人間社会研究域准教授 

 

 釜野さお り  国立社会保障・人口問題研究所人口動向研究部第２室長 

 

 神 谷 悠 一  性的指向および性自認等により困難を抱えている当事者等に対する法

整備のための全国連合会（ＬＧＢＴ法連合会）事務局長 

 

 神 林 龍  一橋大学経済研究所教授 

 

 塩 見 朋 子  株式会社資生堂ダイバーシティ&インクルージョン戦略推進部 D&I エン

パワーメントグループ グループマネージャー 

 

 繁 内 幸 治  性的指向および性同一性に関する理解増進会（ＬＧＢＴ理解増進会）代

表理事 

 

 下 山 裕 子  群馬県生活こども部生活こども課男女共同参画室長 

 

○白波瀬佐和子  東京大学大学院人文社会系研究科教授 

 

 杉橋やよ い  専修大学経済学部教授 

 

〔 ○印：座長 〕 

 

 

 ＜関係省庁＞ 

 総務省政策統括官（統計制度担当）付統計企画管理官室 
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（参考資料５） 

これまでの議論の経緯について 

 
第１回 令和４年５月９日（月）開催 

・ワーキング・グループの運営及び進め方 

・ジェンダー統計の観点からの性別欄の検討について 

 

第２回 令和４年５月20日（金）開催 

・ジェンダー統計の観点からの性別欄の取扱い（更新）について 

・構成員ヒアリング 

 杉橋やよい構成員「ジェンダー統計の重要性」 

 繁内幸治構成員 「性同一性と性自認」 

  岩本健良構成員 「性別欄とジェンダー統計をめぐる動向と課題」 

 

第３回 令和４年６月24日（金）開催 

・ジェンダー統計の観点からの性別欄の取扱い（更新）について 

・構成員ヒアリング 

  釜野さおり構成員「社会調査にSOGI項目を含める –Why & How -」 

  神谷悠一構成員 「ジェンダー統計と性別欄を検討するにあたって前提となる 

トランスジェンダーをめぐる困難について」 

  下山裕子構成員 「申請書等における性別欄の見直しに係る調査について」 

 

第４回 令和４年７月15日（金）開催 

・ジェンダー統計の観点からの性別欄の取扱い（更新）について 

・構成員ヒアリング 

  神林龍構成員  「調査統計と業務統計の違い、技術的に考えるべき論点」 

  塩見朋子構成員 「資生堂のD&I」 

  白波瀬佐和子座長「ジェンダー多様性からみる性別記入欄の検討： 

ジェンダー統計の観点から」 

 

第５回 令和４年７月21日（木）開催 

・ジェンダー統計の観点からの性別欄の取扱い（更新）について 

・議論の取りまとめの方向性について 

 

第６回 令和４年８月１日（月）開催 

・ジェンダー統計の観点からの性別欄の取扱い（更新）について 

・議論の取りまとめの方向性について 

 

第７回 令和４年８月29日（月）開催 

・ジェンダー統計の観点からの性別欄の取扱い（更新）について 

・議論の取りまとめについて 


